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工事共通仕様書（電気・機械工事編）新旧対照表 
【現行】 【改定案】 【備考】 

 

第１編 第１章 第７節 工事検査 

 

（省 略） 

1.7.2 工事完成検査 

（１）受注者は、契約書第31条の規定に基づき、完成届を監督職員に提出しなければなら

ない。 

（２）受注者は、完成届を監督職員に提出する際には、以下の各号に掲げる要件をすべて

満たさなくてはならない。 

（イ）設計図書（追加、変更指示も含む。）に示されるすべての工事が完成していること。 

（ロ）契約書第 17 条第 1 項の規定に基づき、監督職員の請求した改造が完了しているこ

と。 

（ハ）設計図書により義務付けられた工事記録写真、工事関係図及び工事報告書等の資料

の整備がすべて完了していること。 

（ニ）契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約を発注者と締結してい

ること。 

（３）発注者は、工事検査に先立って、監督職員を通じて受注者に対して検査日ならびに

検査員氏名を通知するものとする。 

（４）検査員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として契約図書と対

比し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。 

（イ）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

（ロ）工事管理状況について、書類、記録及び写真を参考にして検査を行う。 

（５）検査員は、修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して、期限を定めて修

補の指示を行うことができるものとする。 

（６）修補の完了が確認された場合は、その指示の日から補修完了の確認の日までの期間

は、契約書第32条第2項に規定する期間に含めないものとする。 

 

（省 略） 

1.7.5 検査の実施 

（１）受注者は、「契約規程」に基づく検査を受けなければならない。 

（２）完成時及び中間検査、既済部分に係る検査は、地方自治法第234 条の2第1項の検

査を実施するときに行うものとする。 

（３）中間検査の時期選定は、監督職員が受注者の意見を聞いて行うものとし、発注者は

受注者に対して中間検査を実施する旨及び検査日ならびに検査員氏名を、監督職員

を通じて事前に通知するものとする。 

（４）検査員は、監督職員及び受注者の臨場のうえ、工事目的物を対象として工事の出来

高に関する資料と対比し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。 

（イ）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

（ロ）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

 

 

 

第１編 第１章 第７節 工事検査 

 

（省 略） 

1.7.2 工事完成検査 

（１）受注者は、契約書第31条の規定に基づき、完成届を監督職員に提出しなければなら

ない。 

（２）受注者は、完成届を監督職員に提出する際には、以下の各号に掲げる要件をすべて

満たさなくてはならない。 

（イ）設計図書（追加、変更指示も含む。）に示されるすべての工事が完成していること。 

（ロ）契約書第 17 条第 1 項の規定に基づき、監督職員の請求した改造が完了しているこ

と。 

（ハ）設計図書により義務付けられた工事記録写真、工事関係図及び工事報告書等の資料

の整備がすべて完了していること。 

（ニ）契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約を発注者と締結してい

ること。 

（３）発注者は、工事検査に先立って、監督職員を通じて受注者に対して検査日      

     を通知するものとする。 

（４）検査員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として契約図書と対

比し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。 

（イ）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

（ロ）工事管理状況について、書類、記録及び写真を参考にして検査を行う。 

（５）検査員は、修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して、期限を定めて修

補の指示を行うことができるものとする。 

（６）修補の完了が確認された場合は、その指示の日から補修完了の確認の日までの期間

は、契約書第32条第2項に規定する期間に含めないものとする。 

 

（省 略） 

1.7.5 検査の実施 

（１）受注者は、「契約規程」に基づく検査を受けなければならない。 

（２）完成時及び中間検査、既済部分に係る検査は、地方自治法第234 条の2第1項の検

査を実施するときに行うものとする。 

（３）中間検査の時期選定は、監督職員が受注者の意見を聞いて行うものとし、発注者は

受注者に対して中間検査を実施する旨及び検査日＿＿＿＿＿＿＿＿＿を、監督職員

を通じて事前に通知するものとする。 

（４）検査員は、監督職員及び受注者の臨場のうえ、工事目的物を対象として工事の出来

高に関する資料と対比し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。 

（イ）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

（ロ）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検査員氏名の通知を 

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検査員氏名の通知を 

削除 
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【現行】 【改定案】 【備考】 

 

第２編 第２章 第９節 計装機器 

 

2.9.1 適用範囲 

この仕様は、上水道用プロセスの測定又は制御を行うすべての機器に適用する。 

 

2.9.2 機器選定 

設計図書に指示する仕様環境及び条件等を考慮した上、最適な機器を選定するものとす

る。 

 

2.9.3 流量計 

（１）薬品注入制御、流量制御及び有収率に関係するものは、精度が高く、安定性の高い

ものとし、流量計の基本的な仕様は「日本水道協会水道工事標準仕様書【設備工事

編】Ⅲ電気設備工事編5.2 流量計」による。 

（２）検出器及び変換器は、原則として防滴型又は防浸型のものとする。 

（３）平常時の運用で最小流量と最大流量の差が大きいものは、レンジアビリティー※が

大きいものや、２レンジ式のものとする。 

    ※  レンジアビリティー：計測できる最大流量と最小流量の比のことをいう。 

（４）使用ケーブルは、原則として専用ケーブルがある場合は専用ケーブルを、それ以外

は静電しゃへい付制御用絶縁ケーブルを使用するものとする。 

 

2.9.4 水位計 

（１）水位計の基本的な仕様は「日本水道協会水道工事標準仕様書【設備工事編】Ⅲ電気

設備工事編5.4 レベル計」による。 

（２）水位制御、流量制御に関係するものは、感度及び精度が高く、応答性や安定性の高

いものとする。 

（３）耐腐食性、耐湿性の高い材質、構造のものとする。 

（４）測定範囲については、原則として次のとおりとし、余裕を持った値をフルスケール

とする。 

（イ）ゼロ点は、タンク（池）の底盤とする。 

（ロ）スパン点は、オーバーフロー位置よりも上の位置とする。 

※ なお測定範囲が分かる断面図等を完成図に入れること。 

 

2.9.5 水質計器 

ここでは、濁度計、pH計、残留塩素計、配水モニタのみ記載するもので、この計器等の

基本的な仕様は「日本水道協会水道工事標準仕様書【設備工事編】Ⅲ電気設備工事編 5.5 

水質計器」による。また、その他の機器については、設計図書による。 

（１）共通事項 

（イ）使用条件にもよるが、原則として校正、保守、点検が容易な機種とする。 

（ロ）耐腐食性、耐湿性の高い材質、構造のものとする。 

（ハ）サンプリング配管は、清掃、交換が容易なものとする。 

 

第２編 第２章 第９節 計装機器 

 

2.9.1 適用範囲 

この仕様は、上水道用プロセスの測定又は制御を行うすべての機器に適用する。 

 

2.9.2 機器選定 

設計図書に指示する使用環境及び条件等を考慮した上、最適な機器を選定するものとす

る。 

 

2.9.3 流量計 

（１）薬品注入制御、流量制御及び有収率に関係するものは、精度が高く、安定性の高い

ものとし、流量計の基本的な仕様は「日本水道協会水道工事標準仕様書【設備工事

編】Ⅲ電気設備工事編5.2 流量計」による。 

（２）検出器及び変換器は、原則として防滴型又は防浸型のものとする。 

（３）平常時の運用で最小流量と最大流量の差が大きいものは、レンジアビリティー※が

大きいものや、２レンジ式のものとする。 

    ※  レンジアビリティー：計測できる最大流量と最小流量の比のことをいう。 

（４）使用ケーブルは、原則として専用ケーブルがある場合は専用ケーブルを、それ以外

は静電しゃへい付制御用絶縁ケーブルを使用するものとする。 

 

2.9.4 水位計 

（１）水位計の基本的な仕様は「日本水道協会水道工事標準仕様書【設備工事編】Ⅲ電気

設備工事編5.4 レベル計」による。 

（２）水位制御、流量制御に関係するものは、感度及び精度が高く、応答性や安定性の高

いものとする。 

（３）耐腐食性、耐湿性の高い材質、構造のものとする。 

（４）測定範囲については、原則として次のとおりとし、余裕を持った値をフルスケール

とする。 

（イ）ゼロ点は、タンク（池）の底盤とする。 

（ロ）スパン点は、オーバーフロー位置よりも上の位置とする。 

※ なお測定範囲が分かる断面図等を完成図に入れること。 

 

2.9.5 水質計器 

     濁度計、pH計、      配水モニタ               の

基本的な仕様は「日本水道協会水道工事標準仕様書【設備工事編】Ⅲ電気設備工事編 5.5 

水質計器」による。                       

（１）共通事項 

（イ）使用条件にもよるが、原則として校正、保守、点検が容易な機種とする。 

（ロ）耐腐食性、耐湿性の高い材質、構造のものとする。 

（ハ）サンプリング配管は、清掃、交換が容易なものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤りの修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本語としておかしい

ので修正。 

当たり前なので削除。 

 

 

 



【現行】 【改定案】 【備考】 

（２）濁度計 

（イ）測定水の着色の影響を受けにくいものとする。 

（ロ）測定水質の変動が大きい場合は、2レンジ式のものとし、自動切替方式で切替

中は出力信号をホールドできるものとする。 

（ハ）検出部の汚れ防止のため自動洗浄機能付きを原則とする。 

（３）pH計 

（イ）測定水の電気伝導率が５μS/㎝ 以下のpH測定には、純水用pH計とする。 

（ロ）検出部の汚れ防止のため自動洗浄機能付きを原則とする。 

（４）残留塩素計 

遊離残留塩素だけを測定する場合は無試薬式を、結合残留塩素も測定する場合

は試薬式とする。 

（５）配水モニタ 

各計測機器は、メンテナンス周期が長く、測定変動が少なく、自動校正、自己診

断機能を有するものとする。 

 

2.9.6 指示計・記録計 

指示計・記録計には、アナログ式、デジタル式、その他多種多様な機種があるので、使

用する施設に応じたものとする。 

（１）構造、原理が簡単で入力信号や入力点数に適合するもので、精度が良く校正保守が

容易な耐久性のあるものとする。 

 

2.9.7 調節計 

（１）調節計は、安定かつ確実に動作するものでなければならない。 

（２）ワンループコントローラ及びマルチループコントローラには、他システムとのデー

タ伝送や自己診断機能を有したものとする。 

また、内部設定等が複雑になるため、使用者が変更できる設定とできない設定が分

かれていること。もしくは、説明書等に明記されていることとする。 

 

2.9.8 試験及び検査 

試験及び検査は、次の項目について実施する。 

（１）外観形状検査 

（２）性能試験 

（３）運転状態試験 

（４）その他監督職員の指示するもの。 

 

（２）濁度計 

（イ）測定水の着色の影響を受けにくいものとする。 

（ロ）測定水質の変動が大きい場合は、2レンジ式のものとし、自動切替方式で切替

中は出力信号をホールドできるものとする。 

（ハ）検出部の汚れ防止のため自動洗浄機能付きを原則とする。 

（３）pH計 

                                     

  検出部の汚れ防止のため自動洗浄機能付きを原則とする。 

         

                                       

         

（４）配水モニタ 

各計測機器は、メンテナンス周期が長く、測定変動が少なく、自動校正、自己診

断機能を有するものとする。 

 

2.9.6 指示計・記録計 

                                         

               

（１）構造、原理が簡単で入力信号や入力点数に適合するもので、精度が良く校正保守が

容易な耐久性のあるものとする。 

 

2.9.7 調節計 

（１）調節計は、安定かつ確実に動作するものでなければならない。 

（２）ワンループコントローラ及びマルチループコントローラには、他システムとのデー

タ伝送や自己診断機能を有したものとする。 

また、内部設定等が複雑になるため、使用者が変更できる設定とできない設定が分

かれていること。もしくは、説明書等に明記されていることとする。 

 

2.9.8 試験及び検査 

試験及び検査は、次の項目について実施する。 

（１）外観形状検査 

（２）性能試験 

（３）運転状態試験 

（４）その他監督職員の指示するもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

特記仕様で指定すべき

内容のため削除 

 

特記仕様で指定すべき

内容のため削除 

 

 

 

 

 

特記仕様で指定すべき

内容のため削除 

 

 

 

 



工事共通仕様書（電気・機械工事編）新旧対照表 
【現行】 【改定案】 【備考】 

 

第３編 第２章 第１節 配管工事 

 

2.1.1 一般事項 

 

（省 略） 

 

（16）配管         の施工完了後は、管内の洗浄を十分行う。        

                                                                            

           

 

（以降省略） 

 

 

 

第３編 第２章 第１節 配管工事 

 

2.1.1 一般事項 

 

（省 略） 

 

（16）配管（ポンプ等を含む）の施工完了後は、管内の洗浄を十分行う。浄水を移送する

配管の場合にあっては、水道局職員は管洗浄後の水質確認を行い、その結果を記録

するものとする。 

 

（以降省略） 

 

 

 

 

 

 

 



工事共通仕様書（電気・機械工事編）新旧対照表 
【現行】 【改定案】 【備考】 

 

付則２ 写真管理基準 

（省 略） 

３ 工事写真の撮影基準 

工事写真の撮影は以下の要領で行う。 

（１）撮影頻度 

工事写真の撮影頻度は、別紙撮影箇所一覧表に示すものとする 

 

 

（２）撮影方法 

写真撮影にあたっては、次の項目のうち必要事項を記載した小黒板を被写体とと

もに写しこむものとする。 

①工事名 

②工種等 

③測点（位置） 

④設計寸法 

⑤実測寸法 

⑥略図 

なお、小黒板の判読が困難となる場合は別紙に必要事項を記入し写真に添付して

整理する。 

特殊な場合で監督職員が指示するものは、指示した項目を指示した頻度で撮影

するものとする。 

 

 

４ 写真の省略 

工事写真は次の場合に省略するものとする。 

（１）品質管理写真について、公的機関で実施された品質証明書を保管整備できる場合は、

撮影を省略するものとする。 

（２）出来形管理写真について、完成後測定可能な部分については、出来形管理状況のわ

かる写真を細別ごとに１回撮影し、後は撮影を省略するものとする。 

（３）監督職員が臨場して段階確認した箇所は、出来形管理写真の撮影を省略するものとす

る。 

 

５ 写真の色彩 

写真はカラーとする。 

 

６ 写真の大きさ 

 

付則２ 写真管理基準 

（省 略） 

３ 工事写真の撮影基準 

工事写真の撮影は以下の要領で行う。 

（１）撮影頻度 

工事写真の撮影頻度は、別紙撮影箇所一覧表に示すものとする。 

特殊な場合で監督職員が指示するものは、指示した項目を指示した頻度で撮影

するものとする。 

（２）撮影方法 

写真撮影にあたっては、次の項目のうち必要事項を記載した小黒板を被写体とと

もに写しこむものとする。 

①工事名 

②工種等 

③測点（位置） 

④設計寸法 

⑤実測寸法 

⑥略図 

   小黒板の判読が困難となる場合は、別紙に必要事項を記入し写真に添付して

整理する。 

                                                    

           

小黒板情報電子化による場合については、「８ 小黒板情報電子化」を参照のこと。 

 

４ 写真の省略 

工事写真は次の場合に省略するものとする。 

（１）品質管理写真について、公的機関で実施された品質証明書を保管整備できる場合は、

撮影を省略するものとする。 

（２）出来形管理写真について、完成後測定可能な部分については、出来形管理状況のわ

かる写真を細別ごとに１回撮影し、後は撮影を省略するものとする。 

（３）監督職員が臨場して段階確認した箇所は、出来形管理写真の撮影を省略するものとす

る。 

 

５ 写真の色彩 

写真はカラーとする。 

 

６ 写真の大きさ 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)から移動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【現行】 【改定案】 【備考】 

写真の大きさはサービスサイズ程度とする。 

ただし、次の場合は別の大きさとすることができる。 

（１）着手前、完成写真等はキャビネ版又はパノラマ写真（つなぎ写真可）とすること

ができる。 

（２）監督職員が指示するものはその指示した大きさとする。 

 

７ 工事写真帳の大きさ 

工事写真帳は、Ａ4 版とする。 

 

８ 工事写真帳の提出部数及び形式 

工事写真帳の提出部数及び形式は次によるものとする。 

（１）工事写真として、工事写真帳と原本を工事完成時に各１部提出する。 

（２）原本としては、密着写真（インデックス・プリントでも可）または電子媒体とする。 

 

９ 工事写真の整理方法 

工事写真の整理方法は次によるものとする。 

（１）工事写真の原本を密着写真またはインデックス・プリントで提出する場合は、主要工種を

記載し提出する。 

電子媒体で提出する場合は主要工種がわかるように写真一覧コマ撮りにしたもの

を添付するものとする。 

（２）工事写真帳の整理については、工種毎に別紙撮影箇所一覧表の提出頻度に示すもの

を標準とする。なお、提出頻度とは受注者が撮影頻度に基づき撮影した工事写真のう

ち、工事写真帳として貼付整理し提出する枚数を示したものである。 

 

１０ 電子媒体に記録する工事写真 

電子媒体に記録する工事写真の属性情報等については、国土交通省作成の「デジタル

写真管理情報基準」によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真の大きさはサービスサイズ程度とする。 

ただし、次の場合は別の大きさとすることができる。 

（１）着手前、完成写真等はキャビネ版又はパノラマ写真（つなぎ写真可）とすること

ができる。 

（２）監督職員が指示するものはその指示した大きさとする。 

 

７ 工事完成時の提出物 

工事完成時の提出物は工事写真原本及び工事写真帳とし、その形式、部数及び整理方法

は以下のとおりとする。 

 工事写真原本 工事写真帳 

対 象 写

真 

別紙撮影箇所一覧表の「撮影頻度」

に基づいて撮影した工事写真 

別紙撮影箇所一覧表の「提出頻度」

に基づいて工事写真原本から抽出

した工事写真 

形 式 及

び部数 

インデックスプリント １部 

または 電子媒体   １部 

Ａ４版印刷物 １部 

整 理 方

法 

インデックスプリントの場合は、Ａ４版

の用紙に縦20mm×横30mm～縦

30mm×横40mm程度の写真を一覧

配置する。各写真の主要工種等の

記載は任意とする。 

電子媒体に格納して提出する場合

は、国土交通省作成の「デジタル写

真管理情報基準」によるものとする。 

閲覧性に配慮の上、Ａ４版の用紙に

「６ 写真の大きさ」に示す大きさの

写真を配置し、各写真の主要工種及

びその他補足等を記載する。 

 

※上記はデジタルカメラによる撮影を前提としている。フィルムカメラによる場合の形式及び整

理方法等については、監督員との協議により定めるものとする。 

 

８ 小黒板情報電子化 

「工事に係る打合せ簿」等により現場着手前に監督職員の承諾を得た工事については、被写

体画像の撮影と同時に小黒板の記載情報を電子的に記入する方法（以下「小黒板情報電子化」

という。）により工事写真の撮影を行うことができるものとし、その取扱いは以下のとおりとする。 

（１）小黒板情報電子化の実施に必要な機器・ソフトウェア等（以下「使用機器」という。）は、以

下の全ての要件を満たすものを受注者が選定し、現場着手前に監督職員に提示する

ものとする。 

① 前記「３ 工事写真の撮影基準」に示す項目の電子的記入ができること 

② 「電子政府における調達のために参照すべき暗号のリスト(CRYPTREC暗号リス

ト)」（https://www.cryptrec.go.jp/list.html）に記載している技術を使用した信憑性確

認機能（改ざん検知機能）を有すること 

（２）使用機器の選定は、（一社）施工管理ソフトウェア産業協会

 

 

 

 

 

 

 

 

改定前の7～10項を統合

のうえ、表とした。 

 

 

 

 

 

改定前は主要工種の記

載を義務付けていたが、

省力化を考慮し任意と

した。 

 

 

 

 

 

 

フィルムカメラによる

場合については例外的

な扱いとした（県・市の

共通仕様書でも同様）。 

 

電子小黒板に係る項目

を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【現行】 【改定案】 【備考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 留意事項等 

別紙撮影箇所一覧表の適用について、次の事項を留意するものとする。 

（１）撮影項目、撮影頻度等が工事内容により不適切な場合は，監督職員の指示により

追加、削減するものとする。 

（２）施行状況等の写真については、ビデオカメラ等の活用ができるものとす

る。 

（３）不可視となる出来形部分については、出来形寸法（上墨寸法含む）が確

認できるよう、特に注意して撮影するものとする。 

（４）撮影箇所がわかりにくい場合には、写真と同時に見取り図等をアルバム

に添付する。 

（５）撮影箇所一覧表に記載のない工種については、類似工種を準用するも

のとする。 

 

（６）土木工事に関する工種は、「工事共通仕様書（土木・配管工事編）施工

管理基準」によるもとする。 

 

（https://www.jcomsia.org/kokuban）の検定合格ソフトウェア一覧を参考にすること。た

だし、同一覧の機器に限定するものではない。 

（３）使用機器は受注者が調達するものとし、その導入に係る費用は技術管理費の写真管理

に要する費用に含まれるものとする。使用機器の導入に係る費用とは、以下に係る機

器経費及び電算使用料等を指す。 

① 機器及び撮影ソフトウェア等 

② チェックシステム（信憑性チェックツール）を搭載した写真管理ソフトウェア及び

工事写真ビューアソフト 

③ その他、小黒板情報電子化の実施のため必要となるもの 

（４）高温多湿、粉じん等の現場条件の影響により、使用機器の運用が困難な箇所において

は、通常の小黒板による撮影とすることができるものとする。 

（５）本項に基づく小黒板情報電子化は、「９ 留意事項等」及び国土交通省「デジタル写真

管理情報基準」で規定されている写真編集には該当しない。 

（６）小黒板情報電子化により撮影した工事写真（以下「小黒板情報電子化写真」という。）を

納品する際、受注者は改ざん検知機能（信憑性チェックツール）を搭載した写真管理

ソフトウェアや工事写真ビューアソフト又はWeb上のチェックツール

（https://www.jcomsia.org/kokuban等。この他のWebツールの使用を制限するもので

はない。）を用いて、小黒板情報電子化写真の信憑性確認を行い、その結果を「工事

に係る打合せ簿」等により監督職員へ提出するものとする。なお、提出された信憑性

確認の結果を、監督職員が確認することがある。 

 

９ 留意事項等 

別紙撮影箇所一覧表の適用について、次の事項を留意するものとする。 

（１）撮影項目、撮影頻度等が工事内容により不適切な場合は，監督職員の指示により

追加、削減するものとする。 

（２）施工状況等の写真については、ビデオカメラ等の活用ができるものとす

る。 

（３）不可視となる出来形部分については、出来形寸法（上墨寸法含む）が確

認できるよう、特に注意して撮影するものとする。 

（４）撮影箇所がわかりにくい場合には、写真と同時に見取り図等をアルバム

に添付する。 

（５）撮影箇所一覧表に記載のない工種については、類似工種を準用するも

のとする。 

（６）写真の編集は認めない。 

（７）土木工事に関する工種は、「工事共通仕様書（土木・配管工事編）施工

管理基準」によるもとする。 

 

 

 

 

電子小黒板の導入・運用

費用は共通仮設費（技術

管理費）の率計上に含む

（追加経費なし）。 

 

 

 

 

 

 

小黒板の撮影は改竄に

当たらないことを明記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

工事共通仕様書（電気・機械工事編）工事関係提出様式 新旧対照表 

           【現行】            【改定案】           【備考】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事共通仕様書 

（電気・機械工事編） 

（配管・土木工事編）共通 

 

様式 29-2 

既済部分検査日通知書 

2. 『検査員』の記載項目を削除 



 

工事共通仕様書（電気・機械工事編）工事関係提出様式 新旧対照表 

           【現行】            【改定案】           【備考】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事共通仕様書 

（電気・機械工事編） 

（配管・土木工事編）共通 

 

様式 29-3 

一部完成検査日通知書 

2. 『検査員』の記載項目を削除 



 

工事共通仕様書（電気・機械工事編）工事関係提出様式 新旧対照表 

           【現行】            【改定案】           【備考】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事共通仕様書 

（電気・機械工事編） 

（配管・土木工事編）共通 

 

様式 29-4 

中間検査日通知書 

2. 『検査員』の記載項目を削除 



 

工事共通仕様書（電気・機械工事編）工事関係提出様式 新旧対照表 

           【現行】            【改定案】           【備考】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事共通仕様書 

（電気・機械工事編） 

（配管・土木工事編）共通 

 

様式 29-5 

精算検査日通知書 

2. 『検査員』の記載項目を削除 



 

工事共通仕様書（電気・機械工事編）工事関係提出様式 新旧対照表 

           【現行】            【改定案】           【備考】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事共通仕様書 

（電気・機械工事編） 

（配管・土木工事編）共通 

 

様式 29 

完成検査日通知書 

2. 『検査員』の記載項目を削除 



 

工事共通仕様書（電気・機械工事編）工事関係提出様式 新旧対照表 

            【現行】             【改定案】                【備考】  

 

 

 

 

 
 

 

工事共通仕様書 

（電気・機械工事編） 

（配管・土木工事編）共通 

 

様式 30 

検査結果通知書 

 

 

冒頭にあった 

『合格（不合格）』の書き分け

を改め、項目４に『合否結

果』、項目５に『その他』の記

載欄を設けた。（市様式に同じ） 

 

 

 

『４ 検査結果』で『不合格』

とした場合、下段の『工事目

的物引渡書』と引受けに関す

る回答は使用しないので、斜

線で抹消するよう注記した。 

 

 

『５ その他』は、週休２日制

モデル工事の検査結果を通知

する際に下枠囲みのとおり同

モデル工事試行要領に基づく

記載を行う予定である。 

契約日が入る 

契約日が入る 


